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小学校外国語活動担当教員の授業指導不安にかかわる研究
（授業指導不安モデルの探求と検証）

松　宮　新　吾

要　旨
　日本型早期英語教育（小学校外国語活動）に携わっている小学校５、６年生の学級担任や外国
語指導助手等が抱えている授業実施にかかわる不安要因を探求し、そのメカニズムを明らかにす
る。そのために、担当教員等を対象とした質問紙調査を実施し、潜在的な不安認識に関する要因
を特定するとともに、不安認識を構成する因子相互の因果関係や共変関係を分析・検証した。
　その結果、授業不安にかかわる因子として、有意な因果関係を有する「授業指導不安因子」、「授
業設計不安因子」、「英語力不安因子」を特定することができた。特に、文法や発音の指導にかか
わる「英語力不安因子」は、他の因子との因果関係が強く表れていることが判明した。また、因
子分析により特定することができた「英語ネガティブ経験因子」は授業不安に対し、間接効果と
して作用していることが確認できた。これにより、授業不安モデルを提案する。

キーワード：�小学校外国語活動（日本型早期英語教育）、授業不安モデル、授業指導不安因子�
授業設計不安因子、英語力不安因子

１．問題と目的

（1）問題の認識

　平成23年４月から小学校での外国語活動が完全実施となって２年目を迎えたところである。

教育行政サイドからも、学校教育現場からも、外国語活動の教育効果や課題について実証的な

検証が求められるところである。そのためには、継続的・系統的に小学校外国語活動の教育効

果と課題を検証し、外国語活動を一層推進するための方策を提案することが求められる。

　これまで筆者は、日本型早期英語教育（現行学習指導要領による、教科としての実施で

はなく領域として週１単位時間・年間35単位時間の外国語活動を担任教員が中心となり、�

"Hi,� friends!"�等の教材を活用し、５・６年生で実施するもの。）の中長期的な教育効果を追跡

的に検証してきた（松宮2010,�2011a,�2011b,�2012a）。

　その結果、日本型早期英語教育経験者は未経験者と比べると、「異文化志向因子」、「コミュ

ニケーション志向因子」、「英語学習に関する自己有能因子」が有意に高くなっていることが確
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認できた。また、経験者群においては、グループ学習や関連づけによる学習方略に代表される

「ネットワーク型学習因子」や「音声を中心とした学習因子」が形成され、英語学習成績に対

しプラス方向の因果関係を示していることが明らかとなった。しかし、社会的に最も注目を集

める、英語学習成績の差異においては、両群における有意差は確認できなかった。

　このことから、日本型早期英語教育の実施により期待される教育効果は、英語のスキル面

（聞く・話す・読む・書く）ではなく、学習者の情意や態度にかかわる優位性であると考察した。

また、これらの結果は、学習指導要領で示されている音声を中心とした、体験型学習活動によ

る「慣れ親しませる」教育の理念を反映したものであると結論づけた。

　すなわち、現行の学習指導要領のもとで実施されている日本型早期英語教育により涵養され

る資質・能力は、主として、英語学習に対する態度や意欲などの学習者要因にかかわるもので

あり、直接的に英語運用能力や言語スキルを高めるものではないことが明らかになった。

（2）外国語活動の実践にかかわる問題

　筆者がかかわっている大阪府内の外国語活動推進プロジェクト参加校の約14,000人の５・６

年生を対象に実施した広域実態調査では、「中学校で、英語の勉強をすることが楽しみだ。」と

いう質問に対し、40%を超える児童生徒が否定回答（４段階評定尺度法で、「どちらかといえ

ばあてはまらない」、「あてはまらない」を選択）をしている。一方、外国語活動の授業や英語

に対する好意性についての肯定回答は70%を上回っている。このことから、外国語活動に対す

る好意性と中学校英語に対する期待度にギャップが生じていることが明らかになった（松宮�

2012a,�2012b）。

　さらに、外国語活動の授業内容についての理解を明確化することにかかわる質問「外国語活

動の授業中に分からないことがあったときには、学校の先生にたずねる。」に対しては、否定

回答比率が50%を超えていることが判明した（松宮�2012a,�2012b）。

　この調査結果から見えてくる課題は、「小中連携の欠如」という単純な問題構造ではない。

これまで筆者が行ってきた200時間以上の授業参与観察や、外国語活動担当教員・外国語指導

助手等に対する聞き取り調査等の結果を参考に、外国語活動の課題を誘発する主な要因となる

ものを４点示す。

　①　教材・学習内容（「英語ノート」「Hi,�friends!」）と実施学年の問題

　　　国から配布されている「Hi,� friends!」（旧「英語ノート」）や教師用ガイドブック等は、

あくまでリソースであり、教えるべきコンテンツや採用すべき教授学習方略を示している

ものではない。ともすれば、小学校低学年にふさわしい学習内容や教授方略を、「初めてだ�

から」という理由で、そのまま強引に高学年に押しつけてしまう可能性がある。高学年の

児童生徒が有するメンタリティにふさわしい、また、発達段階や他教科の学習段階や学習
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内容に応じたコンテンツと教授学習方略を採用し、授業を再デザインすることが望まれる。

　②　音声中心で展開される「習慣形成（ALH：Audio-lingual�Habit�Theory）」と５・６年生

に求められる「認知学習（CCL：Cognitive�Code�Learning）」にかかわる問題

　　　外国語や異文化に「慣れ親しませる」教育に終始してしまうと、結果として音に対して

器用に反応できる「模倣上手」な児童生徒のみを生み出してしまう危険性がある。言語脳

の持つ創造性や学習能力を最大限活性化することができる一定レベルの知的な負荷や学習

内容をバランス良く配置することが必要である。音声に対して敏感に反応したり再生した

りすることができる学習者を育成することのみが目標ではない。

　　　また、学習内容の定着を図るだけではなく、学習者の認知・理解を促進するためにも、

音声のみではなく、文字の認識と活用が、学習段階の早い時期から実施されることが期待

される。

　③　指導者（学級担任と外国語指導助手等）にかかわる問題

　　　外国語活動が完全実施となって２年目を迎える中で、低学年や中学年の先生方の関心が

低くなっていたり、担当教員の指導経験や英語運用能力の差異や公務の多忙化により、準

備や教材研究が不十分となり、結果として満足できる学習指導効果が上がらなかったり、

外国語指導助手等に「丸投げ」状態になったりしている状況が散見される。わずか週１単

位時間（45分）であっても、こどもたちにとってはかけがえのない時間である。教育内容

を充実させるためにも、教員全員で目的や教材研究、指導法研究などを共有する必要があ

ると考える。

　④　カリキュラムの問題

　　　外国語教育は５・６年生だけで推進できるものではない。小学校６年間、中学校３年間

を通じた小中一貫英語教育が望まれるところである。生活科や総合的な学習の時間、給食

の時間や朝の会などの一部を活用し、数分程度でも英語の歌やチャンツやストーリー・テ

リング等を実施し、英語の音と意味と文字と状況を結びつけるための『言語基礎体力』を

系統的に養うことが効果的であると考える。また、CAN-DOリスト（能力記述文）等によ

る達成可能な到達目標を、カリキュラムの中に明確に位置づけることが求められる。

　上述の課題は、カリキュラム（教授学習目標・内容・方法・教材、指導・評価技術等）にか

かわるものと、指導者にかかわるものに大別することができる。これらは、Benesse�教育研究

開発センターが実施した第２回小学校英語に関する基本調査（2011a）からも窺い知ることが

できる。同調査においては、外国語活動を担当する学級担任が「とくに課題だと感じているこ

と」として、教材の開発や準備のための時間（59.0%）、ALT�などの外部協力者との打ち合わ

せの時間（39.4%）、指導する教員の英語力（37.1%）がトップ３として挙げられている（n=2,315：

回答は15個のプリコード項目から３つを選ぶ方式）。また、同調査によると、外国語活動の指
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導に対しては、68.1%の学級担任（n=2,326）が自信がないと回答している。また、62.1%の学

級担任が外国語活動の指導に負担を感じていると答えている。さらに、同センターが実施した

第５回学習指導基本調査（2011b）によると、65.4%の教員（n=2,688）が外国語活動の実践に

ついて不安を感じていることが、また、59.4%の教員が外国語活動の指導が苦手である（得意

であると回答した比率は28.1%）と回答したことが報告されている。

　このような状況の中で、外国語活動における学級担任の果たすべき役割は一層重要になって

きている。しかし、早期英語教育について多くの研究が行われているにもかかわらず、主たる

授業者である学級担任の授業実践に対する不安や英語運用能力、外国語学習や異文化学習に対

する教師のビリーフ・システム（Peacock,�1998a,�1998b）を調査したものは少なく、その構造

や因果関係を探求したものは限定的である。

　そこで、本研究においては、外国語活動の指導やカリキュラム開発に従事しながら、当事者

として上述の問題を解決しなければならない授業担当者を対象に、授業実践の過程で生起する

課題や不安にかかわる調査を行うこととした。

（3）研究の目的

　日本型早期英語教育の諸問題を解決するためには、外国語活動担当教員等が抱えている授業

実践にかかわる課題や困難点を明らかにすることが重要であると考える。そこで、本研究にお

いては、外国語活動の授業実践において生じる課題や困難点を、授業担当者が抱く「指導不安

（teaching�anxiety）」として捉え、外国語活動に携わっている学級担任や外国語指導助手等が

授業実践に際し感じている指導不安にかかわる要因を探求し、そのメカニズムを明らかにする

ことが主たる目的である。

　また、担当教員等の課題認識の所在を明らかにすることで、教員養成や教員研修プログラム

にかかわる教職課程のカリキュラム開発に必要な基礎データを収集し、外国語活動の教科化へ

向けての提言を試みる。

　外国語活動の大規模な実施状況調査は、文部科学省（2011）や�Benesse�教育研究開発セン

ター（2011a,�2011b）が実施したものがある。これらの調査結果からは、外国語活動に対する

漠然とした不安を抱いている教員の比率や、カリキュラム開発や教員研修の機会など、授業

実践にかかわる各種教育的環境要因に対する困難の度合いを把握することは可能である。また、

西崎（2006）は、指導項目内容に対する不安の度合いを調査し報告しているが、いずれの場合も

指導不安を生み出す要因の特定や、各不安要因の因果関係等を明らかにしているものではない。

　これまで、教師の不安（teacher�anxiety）に関する研究は、Coates�&�Thoresen�（1976）ら

をはじめ、教師教育という枠組みの中で1960年以降盛んに行われてきた。その中でも、Gibson�

&�Dembo�（1984）が作成した教師効力感尺度を用い「個人的教授効力感（personal� teaching�
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efficacy）」と「一般的教育効力感（general� teaching�efficacy）」が特定されている。日本にお

いても、桜井（1992）が�Gibson�&�Dembo�（1984）が作成した尺度を翻訳し、同様に２つの因

子を抽出した。これに関連し、大野木・宮川（1996）は、教育実習生を対象とした教育実習不

安尺度を作成し、不安要因と教師効力感の相関関係を検証している。また、西松（2005）は、

小中学校の新規採用教員を対象にした教師効力感と不安に関する調査結果をまとめている。

　しかし、大野木・宮川（1996）や西松（2005）が用いた不安尺度により特定された因子解は、

「授業実践不安」や「児童生徒関係不安」など教師教育や教員養成一般に関するものである。

　一方、本研究の目的は、外国語活動（日本型早期英語教育）が正規の教科としての枠組みで

はなく領域の分野に位置づけられ初めて導入されたというユニークな時期に、外国語（英語）

教育科目が教員養成のカリキュラムに含まれていない現行の小学校教員養成課程で教員免許を

取得した担当教員が抱く授業不安について、その固有の不安要因を特定したり、各不安要因の

因果関係や共変動関係等を探求しようとするものである。

２．研究方法

（1）質問紙調査

　外国語活動を担当している（担当した経験がある、または、担当する予定を含む）教員を対

象に、質問紙による外国語活動実施状況調査を行い、授業実践にかかわる困難点や課題をはじ

めとした「指導不安」にかかわる問題意識を探る。

　そのために、多変量解析による指導不安要因の特定を行うことを目的とした質問紙（A票）と、

外国語活動に関する課題認識を把握するための意識調査用の質問紙（B�票）を作成した。

　A票は、「５．そう思う。」から「１．そう思わない。」までの五段階評定尺度法を用いた37

の質問項目により、調査対象者の英語運用能力や指導不安、異文化認識等を問う質問紙である。

またB票は、25の多項選択式による質問項目と２つの自由記述回答項目からなる質問紙である。

　A票の作成に当たっては、調査対象者の授業や英語に関する不安意識を一方的に駆り立てた

り、バイアスをかけたりすることがないよう、「～について不安がある」という質問文と「～

について自信がある」という質問項目のバランスを考慮するなど、質問文のワーディングを工

夫した。また、質問紙のタイトルも「英語（外国語活動）教育改善のためのアンケート調査」

とした。

　質問紙の作成に際しては、2011年５月に、関西外国語大学教職英語教育センターが主催す

る「小学校外国語活動・小中一貫英語教育指導者養成研修講座」参加者26名（小学校教員21

名、中学校教員５名）を対象とした予備調査を実施し、質問項目の妥当性や信頼性を検証した。

その結果、天井効果やフロア効果を示す項目や、分散が小さいなど弁別力の低い項目を整理し、
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多変量解析のための質問項目をまとめたA票と、意識・意向調査項目をまとめたB票という２

種類の調査票をデザインした。なお、異文化認識を問う質問項目の一部においては、天井効果

が認められたものの、研究分析に必要であると判断し、質問項目に含めた。

（2）調査対象・時期・分析対象

　質問紙調査は、2011年度と2012年度に大阪府教育委員会が主催し、関西外国語大学が実施し

た10年経験者研修の「小学校外国語活動研修」を選択受講した教員、および、関西外国語大学

が主催する「小学校外国語活動・小中一貫英語教育指導者養成研修講座」を受講した教員を対

象に実施した（表１）。

　なお、異なる調査実施時期と２つの研修機会による集団特性の影響については、（4）「分析

方法と手続き」で詳解する。また、本研究の分析対象としては、学校種により経験的特性、能

力的特性、心理的特性等の対象者特性が大きく異なるため、調査を実施した198名中、小学校

教員178名を分析の対象とした。

（3）質問紙調査の実施方法

　質問紙調査は、10年経験者研修、および、指導者養成研修講座とも、研修実施会場である関

西外国語大学の指定教室にて、研修プログラム終了後に、筆者が質問紙調査の趣旨説明と回答

への協力を依頼した後、A票については20分の時間を割りあて回答、記入、マークカードへの

転写を求めた。また、記述回答を含むB票についても、20分の時間を割り当て回答を求めた。

（4）分析方法と手続き

　質問紙調査により収集したデータの処理・分析は、IBM�SPSS�Statistics、Amos、Text�

Analytics�for�Surveys、および、Microsoft�Excel�を使用した。多変量解析を行うことを前提に

デザインしたA票によるデータは、SPSS�と�Amos�により処理・分析し、自由記述回答の分析は、

データ・マイニング・ソフトの�Text�Analytics� for�Surveys�を用いた。なお、本稿では、A票

のデータ分析結果を中心に議論をすすめる。

　前述のとおり、本研究での質問紙調査は、実施時期が２年にわたっていることと、２つの異
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なる研修参加者を対象としていることによる影響が懸念された。そこで、調査データを、調査

実施年と研修種別の２要因による多変量分散分析（MANOVA）にかけ検定を行った。その結

果、調査実施年の単純主効果（p=�.384）と、調査実施年と研修種別による交互作用（p=�.355）

は有意とはならなかった。

　すなわち、2011年４月から外国語活動が学習指導要領に位置づけられ、全国一斉に実施され

たという時代的・社会的背景から判断して、2011年度と2012年度の２年間にわたり実施した質

問紙調査において、調査時期の相異が、調査対象集団の意識的・質的変化に及ぼす影響は限定

的であったことが確認できた。なお、参考までに、研修種別の差異による単純主効果は１%水

準で有意となっている。これは、法令による10年経験者研修の受講者は、教員経験年数や年齢

等において一定レベルの均質性が担保された調査対象集団であるが、関西外国語大学が主催し

た研修の受講者の年齢や経験特性にはバラツキがあることが示されているものと考える。

　そこで、本研究においては、2011年度と2012年度に実施した質問紙調査による各データを統

合し、研究の目的である指導不安モデルを探求するための基礎データとして取り扱うことは適

当であると判断とし、以下の方法・手順に従い分析を行った。

　①　指導不安因子の抽出（探索的因子分析）

　　　質問紙A票は、多変量解析を行うことを目的に作成したもので、各項目の基本統計量に

基づき項目分析を行った後、探索的因子分析により、指導不安にかかわる因子を特定した。

　　　なお、分析に際しては、分析結果の解釈を容易にするために、逆転項目（「～に自信が

ある」と「～が不安である」）の変換を行い、該当項目のベクトル方向を一方向に統一し

た上で、解析を行うこととした。探索的因子分析により、固有の因子解を特定することが

できた場合には、それぞれの因子解を構成する項目データに基づき、下位尺度得点を算出

し、以下の分析を行うための第二次データとした。

　②　因子解特性の把握（クラスタ分析と分散分析）

　　　指導不安にかかわる因子を基準にクラスタ分析を行った上で、指導不安にかかわる得点

の高い群、中位群、下位群の３水準による一元配置分散分析を実施し、有意差が確認され

た場合には、さらに、多重比較により、各因子の特性を検証する。

　③　各因子解の因果関係の検証（重回帰分析）

　　　因子特性を把握した上で、各因子間の因果関係の有無と大きさ、および、符号の向きを

重回帰分析により確認する。これにより、パス解析での指導不安にかかわるモデル探求の

ための仮説モデルを想定する。

　④　指導不安モデルの構築（共分散構造分析・パス解析）

　　　重回帰分析により得た仮説モデルをベースに、因果関係と共変動関係に基づき、探索的

に指導不安モデルを作成する。
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３．結果と考察

（1）指導不安因子の抽出

　多変量解析することを前提に作成した質問紙A票の37項目の基本統計量をベースに項目分析

を行った。その結果、フロア効果は生じていなかったものの、天井効果が異文化認識を問う

質問項目31、32、35、36、37において認められた。しかし、これらの項目は、異文化認識と指

導不安との関係性を確認することおいて必要であると判断し、分析対象に含めた。これにより、

全37項目を対象に因子分析を行った。

　なお、因子分析をはじめとする今後の分析に際し、「自信（＋）」と「不安（－）」に関する

逆転項目の符号を統一し、結果の解釈を容易にすることを目的に、逆転項目については、再計

算し、新しい数値を割り当てた。その結果、本分析においては、数値が大きくなるほど「不安

が高い」ことを、数値が小さくなるほど「不安が低い」ことを表している。

　因子分析では「重みなし最小二乗法」による因子抽出を行った。スクリー・プロットの形状

と因子の固有値の大きさから判断して、固有値の大きさが1.0以上の７因子解が妥当であると

判断した。そこで、７因子を仮定し、最小二乗法による因子抽出を行った後、Kaiser�の正規

化を伴う�Promax�回転により因子構造を検定した。その結果、各因子解に対する因子負荷量が

十分に高い値（<�.4）を示さなかった被験者の学習方略を問う質問項目17（英語は書いて学習

した）、18（英語は反復練習により学習した）を分析から除外した35項目を対象に、最小二乗

法・�Promax�回転による因子分析を行った。

　Promax�回転後の因子負荷量、因子パターンと因子間相関を表２、３、４に示す。なお、７

因子解による回転後の累積因子寄与率は、60.399％であった。

　次に、抽出した７因子（表５）の解釈と命名の根拠を示す。

　第Ⅰ因子は、音声による学習方略やリスニング、スピーキングに関する苦手意識を問う項目

が高い因子負荷量を示している。また、下位２項目については、現在の英語教育のメインスト

リームとなっている音声による言語活動を中心としたコミュニカティブ・ランゲージ・ティー

チングに対する好意性や、ネイティブ・スピーカーとの日常的な接触や英語使用を問う内容で

あるため、「話す聞くスキル不安因子」と命名した。

　第Ⅱ因子は、７項目で構成されており、英語を読むこと、書くことにかかわる苦手意識や、

読み書きの基礎を形成する文法力や語彙力に対する不安を示す項目としてまとまっている。ま

た、語彙や表現に関する暗記力を問う項目も含まれている。そこで、第Ⅱ因子は、「読む書く

スキル不安因子」と名付けた。

　第Ⅲ因子は、外国語活動を指導する上での指導不安にかかわる項目により構成されている。

特に、外国語活動の授業にかかわる教室での英語による指示（教室英語）等のマネージメント、
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ティーム・ティーチングを含む教授方略や教授スキルに関する項目が高い負荷量を示している。

そこで、第Ⅲ因子を「授業指導不安因子」と命名した。

　第Ⅳ因子は、７項目からなる因子で、被験者の異文化認識を問う質問項目が中心となってい

る。そこで、第Ⅳ因子は「異文化不安因子」と命名した。

　第Ⅴ因子は、外国語活動を指導する上での基盤となる英語力（文法・発音）に関する不安を

問う２つの項目により構成されている。そこで、第Ⅴ因子は「英語指導力不安因子」と命名した。

　第Ⅵ因子は、外国語活動を実施する上で求められる授業設計（教材研究開発やティーチング・

プラン、年間カリキュラム等）にかかわる項目により構成されている。そこで、第Ⅶ因子は「授

業設計不安因子」とした。

　第Ⅶ因子は、これまでの英語学習の成果や英語経験に対する評価を問う２つの項目により構

成されている。そこで、第Ⅶ因子を「英語ネガティブ経験因子」と命名した。

　次に、各因子解を構成する項目群の内的整合性を検証するために、Cronbach�のα係数を算

出した。その結果、第Ⅰ因子でα=�.905、第Ⅱ因子でα=�.879、第Ⅲ因子でα=�.781、第Ⅳ因

子でα=�.863、第Ⅴ因子でα=�.664、第Ⅵ因子でα=�.861、第Ⅶ因子でα=�.861と十分な信頼性

を示していることが確認された。
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　因子分析の結果、外国語活動の授業実施や授業指導上の不安に直接的な効果を与えていると

考えられる因子解を３因子（第Ⅲ、Ⅴ、Ⅵ因子）特定することができたことと、間接的な効果

を与えていると仮定することができる因子解を４因子（第Ⅰ、Ⅱ、Ⅳ、Ⅶ因子）抽出すること

ができたことは意義深いことである。そこで、以降の分析においては、抽出された７因子解に

基づき外国語活動の指導不安モデルを探索的に構築するとともに、モデルの妥当性を検証する。
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（2）指導不安因子の特性について

　因子分析により抽出した７因子解を構成している各項目群の平均値を算出し、それぞれの因

子解の下位尺度得点とした。これら下位尺度得点の平均と標準偏差を表６に、また、下位尺度

間の相関を表７に示す。なお、各因子を構成している下位尺度項目の内部一貫性は、因子分析

におけるα係数で示したとおり、高い信頼性を示しており、下位尺度得点として算出し、以降

の分析で用いることは妥当であると判断した。

　そこで、本研究のテーマである外国語活動の授業実施にかかわる指導不安と最も直接的な関

係を有していると判断される第Ⅲ因子の下位尺度得点である「授業指導不安得点」をクラスタ

分析にかけたところ、不安得点の高い群（H）、中位群（M）、下位群（L）の３つのクラスタ

に分類された。H�群には18名、M�群には72名、L�群には87名の調査対象が含まれていた。χ2検

定を行ったところ、有意な人数比率の偏りが見られた（χ2=�44.644,�df=2,�p<�.001）。これにより、

他の下位尺度群の特性を探ることとした。

　そのために、得られた３つのクラスタを独立変数、「授業指導不安得点」を除く６つの

下位尺度得点を従属変数とする１要因３水準の一元配置分散分析を行った。その結果、異

文化拒否得点（F(1,173)=60.661,�ns）と英語ネガティブ経験得点（F(2,176)=264.816,�ns）

を除く、４つの下位尺度得点に有意な群間差が確認できた（聞く話すスキル不安得点:�

F(2,175)=151.294,�p<.001、読み書きスキル不安得点:�F(2,176)=131.685,�p<.05、英語指導力不

安得点:�F(2,176)=183.390,�p<.001、授業設計不安得点:�F(2,�176)=148.879,�p<.001）。
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　このことから、異文化不安因子と英語ネガティブ経験因子とは、授業指導不安の大小に直接

的な影響を与えていないことが判明した。また、読み書きスキル不安因子は、５％水準（p=�

.031）での群間差について有意差が確認されているが、他の因子と比較すると授業指導不安に

対する影響は少ないと考えられる。

　以上の結果から、授業指導不安に対し異なる影響の及ぼしかたをする２種類の因子群が存在

することが明らかとなった。

（3）指導不安に関わる各因子解の因果関係の検証

　指導不安モデルを作成するために、６つの下位尺度得点が授業指導不安得点に与える影響を

検討するために、授業指導不安得点を従属変数、他の６つの下位尺度得点を独立変数とする重

回帰分析を実施した。強制投入法による重回帰分析の結果を表８に示す。

　分析の結果、外国語活動の授業指導不安に対する標準偏回帰係数が、英語指導力不安と授業

設計不安においては１％水準で、また、聞く話す不安においては５％水準でプラス方向に有意

であることが確認できた。

　このことから、授業指導不安に対し、直接的に影響を及ぼしている要因は、英語指導力に対

する不安と授業設計に対する不安、および、英語を聞いたり話したりすることに対する不安で

あることが判明した。また、英語を読んだり書いたりすることに対する不安や、異文化に対す

る不安、英語学習に対するネガティブな経験は、外国語活動の授業指導不安に直接的な影響を

及ぼしていないことが明らかとなった。

（4）指導不安モデルの構築

　重回帰分析の結果を参考に、Amos�を用い共分散構造分析によるパス解析を行った。

　はじめに、潜在変数として設定した「指導不安」と直接的な因果関係にある３つの観測変数

（授業設計不安、授業指導不安、英語指導力不安）を用いて分析を行った時のパス図を図１に

示す。

　本モデルにおいては、各不安因子に対する標準化係数が全て１％水準で、.7以上の十分な
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値を示している。また、各標準偏回帰係数は�.5以上を示しており、各不安因子について一定

の説明力を有するものであると考える。なお、本モデルの適合度を確認した結果、NFI=1.000、

IFI=1.000、CFI=1.000と高い適合度を示した。

　この分析から、直接観測することができない外国語活動担当教員の授業実践に関わる「指導

不安」が、発音や表現の指導に対する不安を意味する「英語指導力不安」からの直接的な影響

を受け、カリキュラムの設計を含む「授業設計不安」として、また、具体的な指導方やクラス

ルーム・マネジメントを示す「授業指導不安」として表出されるというモデルを構築した。

（図１：指導不安モデル）

　次に、因子分析で抽出された残りの４因子と指導不安モデルで用いた英語指導力不安因子は、

外国語活動の授業内容に深く関わる因子群であると判断し、「英語不安」という潜在変数を設

定した。これにより、５つの観測変数（英語指導力不安、聞く話す不安、読む書く不安、英語

ネガティブ経験、異文化不安）によるパス解析を実施した（図２）。

　英語不安モデルにおいては、潜在変数として設定した英語不安に対する直接効果を示す要因

として「聞く話す不安因子」、「読む書く不安因子」と、「英語ネガティブ経験因子」の３要因

を想定しモデル構築を試みた。しかし、読む書く不安と英語ネガティブ経験は、「英語不安」

に対し間接効果を与える要因として位置づけることで、モデルの適合度を高めることができた。

その結果、全ての観測変数に対する標準化係数が１%の有意水準を示す当てはまりの良いモデ

ルとなった。しかし、本モデルにおいては、異文化不安に対する標準化係数が�.47、標準偏回

帰係数は�.22とやや低い値を示している。この時のモデルの適合度は、NFI=� .982、IFI=� .997、
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CFI=�.997で、十分な適合度を示した。なお、RMSEA�は�.032と�.05を下回る十分に満足できる

値となった。

　このモデルからは、「英語不安」に対し、英語学習や英語に対するネガティブな経験が間接

的な影響を及ぼしていることが判明した。また、「英語不安」が、英語のインプットに関わる

スキルに対する不安要因である「聞く読む不安」からは直接効果を受けているものの、アウト

プットに対する不安要因である「読む書く不安」は、間接効果として影響を及ぼしていること

が確認できた。この結果は、現行の学習指導要領が、英語の読み書きの領域にまで踏み込んだ

指導を求めていないことを反映したものであると判断される。また、「英語不安」が「異文化

不安」に対しても、一定の影響を与えていることがわかった。

（図２：英語不安モデル）

　以上の結果を踏まえ、授業不安モデルと英語不安モデルをベースに、本調査で特定するこ

とができた７つの指導不安因子を組み込んだ探索的な「外国語学習の担当教員が抱く指導不

安モデル」の構築を試みた。その結果、図３に示すパス図を得た。この時の、モデルの適合

度は、NFI=� .948、IFI=� .974、CFI=� .973で、高い適合度を示していることが判明した。一方、

RMSE�は�.074�であり、ややあてはまりの程度が劣る可能性があることが示されている。

　次に、パス図で描かれている各パスの推定値と有意差を検定した結果、全てのパスにおいて

１％水準の有意差が確認できた。そこで、図３に示すパスモデルを本研究における外国語活動

の授業に関わる指導不安モデルとして以後の考察を行う。
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　図３のパスモデルが示す通り、各不安要因の因果関係や共変動関係は、これまでの分析結果

を反映するものである。

　すなわち、本研究で構築した指導不安モデルでは、授業不安に対する各不安要因の直接効果

と間接効果と、これらの総和である総合効果が、一定レベルにおいてどのように関連し合って

いるのかということについてのメカニズムを示すことができるものであると考える。

（図３：外国語学習に関わる指導不安モデル）
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４．結論と課題

　小学校の外国語活動を担当する教員が抱える授業（指導）不安は、担当教員の英語運用能力、

指導経験、異文化体験等、様々な要因により形成されている。

　本研究において明らかとなったことの、第１点目は、外国語活動を担当する教員が７つの不

安因子を抱えていることである。

　第２点目は、抽出することができた因子を用い、外国語活動の授業（指導）不安に対し、直

接的に観測することができない潜在変数として「指導不安」と「英語不安」を位置づけた因果

関係のモデルを構築することができたことである。

　第３点目は、不安要因の中で、第Ⅰ、Ⅱ因子がそれぞれ英語運用能力にかかわる因子とし

て、また、第Ⅴ因子は英語の指導力にかかわる因子として、指導者の英語力にかかわる不安要

因が最も多く現れたことである。すなわち、国や地方行政レベルで実施されている外国語活動

担当教員研修等においては、教授法（How�to�Teach）や教授内容（What�to�Teach）に関す

る研修プログラムが中心となっているが、担当者の授業指導不安を生み出す重要な要因は、担

当者の英語力や英語運用能力に対する不安そのものであるということだ。これは、パス解析か

らも窺える通り、目標言語である英語そのものに対する理解不足や英語運用能力に対する不安

が、ティーチング・プランや教材開発等の具体的な授業計画にかかわる不安要因を生みだした

結果、授業指導不安との高い因果関係が生じていると解釈することができる。特に、英語指導

力不安については、英語不安と指導不安にまたがる要因としてそれぞれ高い負荷値を示してい

る。作成した授業不安モデルにおいても影響力の大きな要因であると判断することができる。

　第４点目は、現行の学習指導要領で定められている外国語活動の指導目標である、「音に慣

れ親しませる」ことが指導者や指導方法に大きな影響を与えていることが明らかになったこと

である。すなわち、音声活動を中核として設定された言語活動目標を達成するために、担当者

が日常的に英語を聞いたり話したりすることに対し抱いている不安要因が、授業指導不安に対

し有意な直接効果を及ぼしていることである。また、聞く話す不安からは６本のパスが出入り

していることなどからも、その影響の度合いを窺い知ることができる。一方、英語を読んだり

書いたりすることに対する不安要因は、間接効果として授業指導不安に影響を及ぼしているこ

とが判明した。これは現行の学習指導要領においては、リーディングやライティングに必要な

文字指導や文法指導等が、求められていないことに起因しているものと考える。

　第５点目は、授業担当者の特性にかかわる２つの要因である。１つは異文化に対するネガ

ティブ意識であり、もう１つは、英語学習に関するネガティブな経験値である。本研究におい

ては、授業担当者の抱く授業不安要因に対する、異文化や英語学習に関するネガティブな要因

の直接的な因果関係は認められず、間接的な影響を及ぼす要因としてモデル内に位置づけられ
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ている。

　以上の考察結果から、小学校における外国語活動の教科化を前提に、現行の日本型早期英語教

育担当教員が自ら不安要因を克服し、教育内容の改善を図ることができるよう、以下の提言を行う。

（1）小学校教員養成課程および現職教員研修プログラムのカリキュラム改革

　　① 系統的・重点的な英語力の育成

　　本研究で明らかになったように、外国語活動の指導に求められる教育内容（英語）にか

かわる担当者の知識・理解を系統的・重点的に教育するカリキュラムを開発することが求め

られる。現在のメイン・ストリームとなっている教授法を中心とした�“How�to�Teach”�や�

“What�to�Teach”�に関わる研修と、教員の「素朴概念」とでも言うべき英語そのものに対す

る知識・理解を底上げするために、両者のバランスがとれたカリキュラムを構築することが

急務である。

　　② 英語運用能力、コミュニケーション・スキルの育成と到達基準・目標の設定

　　英語力の育成と合わせ、担当教員の聞く・話す・読む・書くという４技能にかかわる英語

運用能力やコミュニケーション・スキルを育成し、授業担当者自らが授業指導不安を克服す

ることができるようにするために、指導する教員に求められる到達基準や目標を設定し、技

能検定試験等により一定水準の技能に達したことを段階的に認定することが、授業担当者の

モチベーションや自己効力感の度合いを高めることにつながる。教えるための英語力、教え

るための運用能力に特化した指導者検定制度を設けることが求められる。

（2）異文化体験機会の増大

　本研究で明らかになった授業担当者の異文化や英語学習に対するネガティブな経験や意識が、

間接的に授業不安を生み出している。そこで、一定期間の海外研修や海外とのインターネット

交流等、授業担当者が豊かで有意味な異文化体験をすることができる機会を設け、それらの経

験を授業デザインに活用するなど、多角的でアクティブな教育経験を積み上げるための取り組

みや支援が望まれる。

（3）課題

　本研究は、質問紙調査により外国語活動を担当している（した・する予定の）教員を対象に

した授業指導不安にかかわる調査研究である。調査対象である教員の特性（教職経験年数、累

積授業担当時間数、英語運用能力スコア等）をより精緻に分類し、授業指導不安にかかわる要

因を、より多様な角度から分析することが求められる。そのためには、質問紙をさらに精査す

るとともに、授業指導不安にかかわる尺度作成を併せて行う必要がある。
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　また、本研究の分析対象としたのは、多変量解析による分析を前提として作成した質問紙調

査A票のみのデータであるため、記述回答を含むB票のデータを処理し、本研究の分析結果や

考察内容を支持するためのデータ解釈や、新たな知見を得ることが求められる。
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